
 

レアメタルの回収等の最近のリサイクルの動向について

平成21年11月19日

第四回環境政策会議



廃棄物処理法 資源有効利用促進法

容 器 包 装
リサイクル法

環境基本法 環境基本計画

＜ 再生利用の推進 ＞＜ 廃棄物の適正処理 ＞

個別物品の特性に応じた規制

びん、ペットボトル、
紙製・プラスチック
製容器包装等

エアコン、冷蔵庫・
冷凍庫、テレビ、洗
濯機・乾燥機

グリーン購入法（国が率先して再生品などの調達を推進）

木材、コンクリート、
アスファルト

食品残さ 自動車

家 電
リサイクル法

食 品
リサイクル法

建 設
リサイクル法

自 動 車
リサイクル法

社会の物質循環の確保
天然資源の消費の抑制
環境負荷の低減

循環型社会形成推進基本法（基本的枠組法）

①廃棄物の発生抑制

②廃棄物の適正処理（リサイクルを含む）

③廃棄物処理施設の設置規制

④廃棄物処理業者に対する規制

⑤廃棄物処理基準の設定 等

①再生資源のリサイクル

②リサイクル容易な構造・材質等の工夫

③分別回収のための表示

④副産物の有効利用の促進

ﾘﾃﾞｭｰｽ
ﾘｻｲｸﾙ → ﾘﾕｰｽ

ﾘｻｲｸﾙ

(１Ｒ) (３Ｒ)

循環型社会形成推進基本計画
第二次計画 Ｈ20.３公表

Ｈ６.８完全施行
Ｈ18.４ 全面改正公表

Ｈ13.１完全施行

Ｈ15.３ 公表

Ｈ18.２
一部改正

Ｈ13.４
全面改正施行

Ｈ13.５

完全施行

Ｈ19.６

一部改正

Ｈ13.４

完全施行

Ｈ12.４

完全施行

Ｈ18.６

一部改正

Ｈ14.５

完全施行

Ｈ17.１

本格施行

Ｈ13.４ 完全施行

循環型社会を形成するための法体系



我が国における物質フロー（平成18年度）



我が国における循環資源フロー（平成18年度）



○レアメタルの上位産出国及びシェア（地域偏在性）

レアアース 中国（93%) インド（3%) タイ(2%) 98%

バナジウム 南ア（42%) 中国（34%) ロシア(21%) 98%

タングステン 中国（90%) ロシア（4%) ｵｰｽﾄﾘｱ（2%) 96%

プラチナ 南ア（78%) ロシア(12%) カナダ(4%) 95%

クロム 南ア（43%) インド(19%) カザフ（19%) 81%

上位３ケ国
合計シェア

１位 ２位 ３位

○主要なレアメタルの価格高騰の状況

②÷①
インジウム US$/kg 85 720.0 ８．５倍
ニッケル US$/kg 6.54 46.3 ７．１倍
レアアース（ネオジム） US$/kg 7.3 31.0 ４．３倍
タングステン（鉱石） US$/MTU(*) 35.31 165.0 ４．７倍
レアアース（ジスプロシウム）US$/kg 34 110.0 ３．２倍
プラチナ US$/kg 16,517.7 41,465.5 ２．５倍

2002年3月
①

2007年3月
②

・レアメタルは自動車やＩＴ機器など身近な製品に使用されている。高機能化（例：液晶パ
ネル）や、小型軽量化（例：小型モーター、小型二次電池の利用）によりその需要は今後、
高まることが予想される。

・一方で、地域偏在性の高さや、急激な価格変動により、供給リスクがあることから、安定
供給の確保が必要である。

特殊鋼

液晶

希土類磁石・
小型モーター等

小形二次電池

（リチウムイオン
電池、ニッケル
水素電池等）

電子部品

（ＩＣ、半導体、コ
ンデンサー等）

マンガン、クロ
ム、ニッケル、
タングステン等

インジウム

ガリウム
タンタル
等

レアアース
（ネオジム、

ジスプロシウム）
等

リチウム
コバルト
等

製
品
の
小
型
軽
量
化
・省
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高
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○レアメタルの用途

*：三酸化タングステン10kgを含む鉱石の価格

出典：今後のレアメタルの安定供給対策について 総合資源エネルギー調査会鉱
業分科会レアメタル対策部会報告書（２００７年７月３１日）

レアメタル回収の推進について



レアメタル
用途

工程くず等

製品の種類

自 動 車
大型家電

（家リ法 4品目）
小型家電

製品の特性
（レアメタル）

組成が明らか
で、レアメタル
含有率が高い
ものもある

レアメタルを含む特定
部品(触媒)は組成が
明らかで、レアメタル
の含有率が高い

組成はまちまちで、含
有部位・部品の特定が
困難。レアメタル含有

率は低い

組成は多種多様で、含
有部位・部品の特定が
困難。集積度が高いた
め、レアメタル含有率の
高いものもあると言われ

ている。

回収ルート
（法規制等）

経済活動と
して成立

解体業ルートあり
(自動車リサイクル法)

下取等の商慣習あり
(家電リサイクル法)

特になし
（一般廃棄物）

レアメタル
回収（現状）

一部実施
触媒からのレアメタル
は回収されている

基板等からの貴金属
回収に付随して実施さ
れているものあり。

実施されていない

ベースメタル
回収（現状）

－－－ 鉄、アルミ等について二次原料化実施 －－－

•小型家電はレアメタル含有率が高いものがあると言われているが、使用済製品の
回収は行われていない。

• レアメタル回収においては、組成が明らか、回収ルートがある、含有率が高い等の
条件が必要。

レアメタルリサイクルの状況の整理



使用済小型家電からのレアメタルの回収及び
適正処理推進事業 （平成20年度～ ）

・回収対象とする品目 ・効果的、効率的な回収方法
・制度との整合性 ・レアメタルを含有する部位、部品の把握
・製錬等の既存システムの適用可能性 ・有害物質によるリスク管理
・レアメタル回収時のリスク評価手法 等

使用済小型家電からのレアメタルの回収及び適正処理推進事業
（環境省・経済産業省の連携事業）

（H21年度予算額：100百万円、H22年度概算要求額：100百万円）

廃
棄

○自治体のスキーム

○小売店等の店頭

○イベント 等

レアメタルを効率的に

回収するための分離

○分 別

○解 体

○破 砕

○選 別

製錬所等における
レアメタルリサイクル

使用済小型家電の回収・レアメタルリサイクルのイメージ

小型家電回収 中間処理消費者使用

小型
家電

レアメタル回収

レアメタル

有害物質の管理

特定
部品

残
渣

【本年度の検討事項】



地方自治体による使用済小型家電の回収モデル事業

秋田県（全域※ ）

茨城県（日立市、
北茨城市、高萩市 ）福岡県（大牟田市、

筑後市、大木町 ）

東京都（江東区、八王子市）

名古屋市、津島市

京都市

水俣市

・・・ 平成21年度新規モデル地域
（平成20年度～）

※秋田県は昨年度大館市・能代市・山本郡で実施、本年度から全県に拡充

・・・ 平成20年度事業からの拡充地域



３Ｒ（Reduce, Reuse, Recycle）の推進と廃棄物の適正処理
⇒資源及び原料のより効率的な利用と環境への影響の低減

アジアにおける課題

資源価格の高騰 温暖化対策

廃棄物の発生量の増大

【世界の廃棄物排出量の将来予測 2000-2050】

2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050

2050:年
約270億㌧

2015年
約170億㌧

2025年
約190億㌧

2000年:
約127億㌧
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出典：岡山
大学資料

廃棄物・循環資源の輸出入の増大
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出典：財務省貿易統計

【循環資源の輸出量の推移】

・適正な廃棄物処理のみならず、製品の製造、消費の段階からの対策
・資源効率性、エネルギー効率性の改善

アジアにおける３Ｒの推進



アジア３Ｒ推進フォーラム設立会合の開催

主 催： 環境省、国連地域開発センター(UNCRD)
日 時： 平成２１年１１月１１日～１２日
場 所： 東京
出 席 者： アジア１５カ国（大臣含む）、１６国際機関の代表、専門家
全体議長： 大谷信盛環境大臣政務官
成 果： ・「アジア３Ｒ推進フォーラムの設立についての東京３Ｒ宣言」の採択

– ハイレベルによる政策対話の定期的開催
– ３Ｒに関するプロジェクト実施への国際機関、援助機関の支援
– ３Ｒに関する優良事例、技術情報の共有

・次回会合（来年）のマレーシア開催決定

アジア３Ｒ推進フォーラムの設立



アジア３Ｒ推進フォーラムのアジア各地での継続開催
アジアへの３Ｒの普及推進
フォーラムへの参加拡大（民間事業者、地方自治体、ＮＧＯ等）

アジア各国の政策における３Ｒの明確な位置づけ
各国との政策対話、アジアにおける政府間会議における議論推進

３Ｒの実践的行動の支援
国際機関、援助機関による各国における３Ｒプロジェクト実施支援
エコタウンの普及等による民間企業による３Ｒ関連事業の展開の支援
３Ｒと温暖化とのコベネフィット事業（ＣＤＭ等）推進

アジアにおける３Ｒに関する研究支援
アジアにおける国際共同研究への支援

国際社会へのアピール

国連における世界全体の廃棄物問題の議論に貢献する国際会議の開
催等

アジア３Ｒ推進フォーラムの今後の展開


